
老犬ホーム解約　返金は？（２０２４年３月２５日掲載）

「消費者契約法」適用なら費用返還も

【質問】

愛犬を２４時間体制でケアしてくれる老犬ホームに預けることになりました。老

犬ホームとの間で終身預かり契約を行い、費用を前払いしました。しかし、数日後

に愛犬が病気になったため、契約を解約し、自宅に連れ帰りました。契約から数日

しか経過していないため返金をお願いしたのですが、ホーム側は応じてくれません。

どうしたらいいでしょうか。

【回答】

　老犬ホームとの間の終身預かり契約は、民法上の準委任契約と呼ばれる法律行為

にあたります。「準委任」とは事実上の行為（ここでいえば愛犬を預かり世話をす

るという行為）を他者に委託するというものです。準委任契約は、原則として、い

つでも契約を解除することができ、前払いをした費用のうち解除以後に相当する部

分の費用については返還を求めることができます。

　もっとも、老犬ホームによっては、解除があったとしても、すでに支払われた費

用は返還しない旨の特約が契約書に記載されている場合もあります。本件の老犬

ホームも返金に応じてくれないということは、そのような特約があることを理由に

しているのかもしれません。

　しかし、そのような特約があったとしても、個人（非事業者）と事業者との間の

契約には、消費者契約法という法律が適用され、当該特約が無効となる場合があり

ます。消費者契約法９条１項では、契約を解除したときに消費者に損害賠償の額が

予定されているか、違約金を定める条項があるときは、事業者に生ずる平均的な損

害を超える部分は無効となると定めています。「平均的な損害」とは、解除の理由

や時期から、同じような契約が解除された場合に事業者に生じる損害の平均をいい

ます。

　そのため、いまだに費用が発生していない将来の管理費などについては、当該老

犬ホームにまだ損害が発生していないので、消費者契約法９条１項にいう「平均的

な損害を超える部分」にあたる可能性があり、返金を求めることができるかもしれ

ません。

　返金が可能かどうか、また平均的な損害の範囲というのは事例にもよりますので、

老犬ホームの契約書をもって弁護士に相談に行くことをお勧めします。

　（弁護士　宮内貴之）


